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れば，適確なコ ミュニテ ィー ・コーオーディネイションはできないと考えられるが，同時に，場所的
なものについても再考する必要がある。更に場所と人との関係についても考慮する必要がある。(表
署員 1 
(在回践答者総240数人ω.学4人生(4男2人勿00無.女職 212042)人) 参加者数 多加率 室町・学室
勤務参加先者週学先での営業.学聞に関係、のない祭
図。 210人 52% 74.5% 
1I I 住宅団地及びその周辺での集団参加者。 66人 16.45彰
m l 住集宅団団怠地加及者び。その周辺，勤務先， 通学生以外の 52人 12.8% 
1 ) は ， 昭和 36 年9 月 ~10 月 i乙 ， 大阪市内の， 大阪府営， 大阪市営， 大阪市住宅協会， 日本住宅公











][. I. 1I以外でのコミュニティ ー
の三つの側面からコ ミュニティー ・コーオーディネイションが捉えられねばならないのではないかと
考えられる。 ζの事は図 2 ~ 8 にみ られる ， 住宅団地居住者の活動圏にもあらわれている。居住地が
大阪市都心部，局辺部の如何にかかわらず，住宅団地の居住者は，集団活動の場として， 住宅団地周
辺よりもむしろ，勤務先，および通学先或いは，都心部(勤務先，通学先以外の場所)をえらんでい
( 16 ) 














商 書長 3 
エ 業 12 
自由業 5 
主 婦 15 
学 生 30 
量産 車量 9 
I I ][ I 回答者
9人 19人 137人
3 4 33 
1 1 11 
3 18 
4 3 16 
34 19 128 
6 2 42 



















つき合いに関しては無関心の人は， F型』ζ属する ζとになると考えられる。 ζの他如何なる集団活動
に対しでも無関心な人もあるが，とれは論外である。




オーディ ネイ ショ ン或いは計画では，適Eをなものとはなり得ないのであり，職場及び職場，居住地以










註)Alison叩 dPetoT Smithson，“The Whole Problem of EnvironmentヘCIAM'59， in Otterlo ed， 
by Oscar Newman， Karl Kramer Verlag， Stuttgart， 68 (1959) 
Summary 
Community co-ordination should be made with consideration of community acti-
vities in residential area， working area and the other area. This matter was insisted 
by the present paper based on our survey of community activities in Osaka City. 
In addition， it was proposed that there were seven divisions of people in the manner 
of tbeir belonging to communities. 
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